
リスクマネジメント
■リスクマネジメント推進体制
　当社は、イオンモールグループの損失の危険の管理に
関する規程その他の体制として、リスク管理の最高責任
者を代表取締役社長、各本部の責任者を担当業務執行
取締役とし、事業の継続と人命の安全を確保するための
体制と環境を整えています。また、危機の未然防止及び
危機発生時の被害最小化を目的とした「経営危機管理規
則（リスクマネジメント規定）」を策定し、リスクの減少及び
被害の低減に努めています。
　具体的には、イオンモールグループに与える影響の高
いリスク項目を選定し、項目毎に対応する主管部門を定
め、当該部門がリスク対策のＰＤＣＡサイクルを行うこと
で、イオンモールグループ全体の損失の危険を管理する
ことを通じ、ブランド価値の毀損防止はもとより、企業価
値の向上にも努めていきます。
　さらに、緊急かつ重大な損失の危険が発生した場合は、

「経営危機管理規則（リスクマネジメント規定）」に基づき
適切な情報伝達及び意思決定を行い、被害を最小限に止
めるなどの的確な対応を行います。

■リスク管理委員会の設置・活動概要
　当社では、イオンモールグループ全体のリスク管理運
営状況の把握、リスク管理体制の持続的な見直し等リスク
管理体制の維持向上を目的に、管理本部長を委員長とす
るリスク管理委員会を以下のとおり設置しています。リス

ク管理委員会では、リスク状況の分析、リスク回避のため
の継続的な活動並びに代表取締役社長への意見具申及び
リスクマネジメント推進体制に関わる課題、対応策の審議
を行います。また、重大インシデント等に対応するリスク対
策についても、リスク管理委員会での議論を通じ、実効性
の高い対策へ繋げています。
　さらに、地震等の当日判断が必要なクライシスについて
は、別途、対策本部を設置し、迅速かつ的確な初期対応を
行うとともに、事態の拡大防止と早期収束に対応します。
リスク管理委員会の活動頻度は、直近３年の開催状況とし
て年５回程度開催しており、年度初め（３月）に、昨年度の取
組内容及び本年度の取組方針について、取締役会へ報告
しています。なお、国内外子会社においても株式会社ＯＰ
Ａ及び海外現地法人については各法人リスク管理委員会
が設置されており、その審議内容は当社のリスク管理委員
会へ情報共有されています。
　当社のリスク管理委員会の構成メンバーは以下の通り
となります。
・委員長：管理本部長
・委員：	 Ａ）�経営危機管理規則に定めるリスク対応主管部

門の所属長
		  Ｂ）委員長が指名する者
・事務局：法務部
（注）委員については、リスク管理体制の実効性向上を図るべく、イオンモールグ
ループに与える影響の高いリスク項目において、平常時のリスク予防とリスク発生時
に事態を主体的に対応する部門の責任者を選定しています。

コーポレート・ガバナンス
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■リスクマネジメントプロセス
　当社のリスク管理を行うにあたり、さまざまなリスクが
ある中で、効率的で効果的な管理を行うため、特にイオン
モールグループに影響を与えるリスク項目を特定し、その
リスク管理の体制をリスク管理委員会より代表取締役社長
へ提言します。その後、各リスク項目の対応主管部門を選
定し、当該部門によるリスク対策の立案・実施と振り返り、
リスク管理委員会や内部監査による執行機関の実施状況
のモニタリングを行い、リスク対策の実効性を評価します。
　なお、特定した各リスク項目における対応主管部門のリ
スク対策の検討・進捗状況については、リスクの性質毎に

経営戦略リスク、コンプライアンスリスク、その他のリス
クの３つに区分して管理します。その区分に応じて、経営
戦略リスクは担当業務執行取締役を定め、当該取締役よ
り四半期毎にリスク対策の進捗状況を取締役会に報告し
ます。コンプライアンスリスクはコンプライアンス委員会
にて、その他のリスクはリスク管理委員会にて同様に報告
され、必要に応じリスク対策の内容・進捗について議論を
行います。各リスク項目のリスク対策は、最終的に全てリ
スク管理委員会にて集約し管理します。
　リスク対策の実施については、リスク対応主管部門より
社内承認を経て、決定し実行します。

■リスクの特定
　リスクの特定については、その性質により、イオンモー
ルグループに影響を与えるリスクを絞り込みます。特定の
方法については次の通りです。
●リスクの洗い出し

取締役、監査役、従業員に対しリスクサーベイ（アンケート・
ヒアリング）を実施し、定量的かつ定性的評価を実施。

●リスクマップによるリスク評価と特定
リスクサーベイの結果から、リスクの発生頻度と被害・影響
の大きさを軸にリスクマップを作成。リスクを評価し、対策を
行うべきリスクを特定。

●優先対策リスクマトリクスによる対策優先度の設定
特定されたリスクに対する既存の対策状況を踏まえ、対策の
必要性を基に優先対策リスクマトリクスを作成し、優先対策
すべきリスクを特定。

　上記より、当社では現在92項目のリスクを特定し、対策
の優先度合いを踏まえたリスク対策を行っています。な
お、事業環境の変化に伴いリスク評価が変わることから、
上記サーベイに加えて必要に応じ、優先対策すべきリスク
も更新されています。

●リスクマネジメントプロセス
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コーポレート・ガバナンス

事業等のリスク
　当社は、国内・海外における最新の事業環境を踏まえ、イオンモールグループの事業活動に影響を与える可能性があり、
かつ全社的に管理すべきリスクを洗い出しています。リスクマップによるリスク評価および優先対策リスクマトリクスによって
特定したリスク項目の内、リスク評価および対策必要性のいずれもが高いリスク項目に加え、特定したリスク項目以外でも投
資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられるリスク項目を、以下の通り分類しています。

分類 リスク項目 評価 必要性

事業戦略リスク ①事業環境の変化に関するリスク Ｓ 大
②不動産開発及び投資に関するリスク Ｓ 大
③人材の確保と育成に関するリスク Ｓ 大
④イオン株式会社及び同社の関係会社との取引に関するリスク ☆ ☆
⑤法的規制に関するリスク ☆ ☆

財務関連リスク ⑥減損リスク Ｓ 大
⑦資金調達・金利変動・為替変動に関するリスク Ｓ 中

オペレーションリスク ⑧自然災害・事故・テロの発生に関するリスク Ｓ 大
⑨戦争・内乱・クーデターの発生に関するリスク Ｓ 大
⑩感染症拡大に関するリスク Ｓ 大
⑪情報セキュリティに関するリスク ☆ ☆

☆：投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられるリスク項目。

事業戦略リスク

①事業環境の変化に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループを取り巻く事業環境は、海外に
おいては高い経済発展に伴う小売市場の高い成長性が見
込まれる一方、競合ディベロッパーによる出店加速、世界
規模での経済不況による成長減速の懸念等が考えられま
す。国内においては、人口減少や少子高齢化に伴う人口
動態や家族構成の変化に加え、Ｅコマースの拡大、節約志
向、シェアリングなどの消費行動の変化が進んでいます。
　イオンモールグループが管理・運営するモールの主要
テナントは小売・サービス企業であり、景気や個人消費の
動向に影響を受けやすい傾向にあることから、経済情勢
が悪化した場合や、他の不動産ディベロッパーや小売企業
との競争が激化した場合には、テナントのリーシング条件
の悪化や空床区画の増加が発生する等、イオンモールグ
ループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性
があります。

　イオンモールグループは、商業施設という枠組みにとらわれることなく、地域や社会が抱える
課題にソリューションを提供することを事業とし、イオンモールグループが展開するショッピング
モールが地域コミュニティにおける中核施設・社会的インフラとしての地位を確立することをめ
ざしています。
　海外においては、社会インフラ整備を柱とした経済政策がすすめられていることから、当社
では都市化が進展し、街づくりが進められているマーケット成長性が高いエリアにおいて物件
開発を推進し、新規出店を進めています。日本で培ったモールの管理・運営ノウハウを活かした
競争力のあるモール開発により、競合ディベロッパーとの差別化を図っています。
　国内においては、エリア別のニーズに対応した増床活性化や地域インフラ機能の拡充等によ
るローカライズの取り組みを通じて、エリア№１モールとしてのポジションを確立し、地域にお
けるマーケットシェアを高めていきます。また、複合型施設や地域創生型施設等、立地特性に応
じて開発パターンを多様化することで事業領域の拡大を図っています。
　リーシング面では、国内外におけるテナント企業とのリレーションシップを活かし、新規テナン
トの誘致や新たな業態開発等による付加価値の提供を通じて、お客さまにとって魅力あるモー
ルづくりを推進しています。

②不動産開発および投資に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループでは、市場調査、用地選定、用地
確保に向けた地権者との交渉から法的手続き、モールの建
設、テナント募集を経て開店に至るため、モール開発にかか
る期間が長期にわたり、かつ投資が多額となるため、投資回
収までは一定の期間を要します。天候不順、自然災害、開発
地域の環境汚染、許認可の取得遅延、地域住民からの反対
等により、開発スケジュールに遅延が生じた場合、また、不
動産価格の上昇により不動産の取得および賃借にかかるコ
ストが増加した場合には、イオンモールグループの経営成
績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、各部門が連携し、将来の開発物件のスケジュールや進捗管理を
実施するとともに、想定されるリスクシナリオを把握・分析したうえで、収益・コスト面で最適な
プランに基づく計画を策定し、事業を推進する体制を整えています。また、国内、海外の新規出
店および増床活性化においては、事業計画に対する責任部門を明確にしたうえで意思決定を
行っており、明確な投資採算基準による運用のもと、損益計画の妥当性及び投資回収の実現性
を取締役会、経営会議で審議しております。
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③人材の確保と育成に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内事業および成長ドライ
バーである中国・アセアンにおける海外事業の事業拠点
拡大と収益力強化に向けた基盤づくりを推し進めており、
グローバルな視点で高いマネジメント能力やリーダーシッ
プを発揮できる人材の確保・育成が必要となります。
　特に国内では、少子高齢化の進展に伴う労働人口の減
少等の影響もあり、事業拡大に必要な人材の確保・育成が
計画通りに進まない場合、イオンモールグループの経営成
績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、人材こそが持続的成長を実現していくための最大の経営資源
であるという考えのもと、多様な人材が健康で能力を発揮し続けられる企業をめざし、人的資
源への投資により成長戦略を推進しています。
　急速な社会変化に対応し、ビジネスモデルを革新していくためにダイバーシティ経営を推進
しており、多様な従業員が個性や能力を発揮し活躍できる制度や職場環境の整備を進めてい
ます。
　教育面では、従業員の職位や成長度合いに応じた研修や、海外事業の将来を担う人材育成
のための国内・海外間における活発な人材交流を行うほか、将来の経営幹部人材を育成するＡ
ＢＳ（イオンビジネススクール）等、さまざまな人材育成・教育プログラムを整備しています。
　取締役・監査役に対しては、より高いリーダーシップと経営戦略を培う能力開発や、コンプ
ライアンス、ガバナンスの知識向上のために経営幹部対象のトレーニング機会を提供していま
す。また、経営者候補の育成においては、経営責任者として必要な基準やキャリアプラン、育成
方針・計画などについて、透明性・公正性を確保するために、社外役員を中心とした指名・報酬
諮問委員会で協議を行っております。

④イオン株式会社及び同社の関係会社（以下、「イオングループ各社」）との取引に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ
　モールの開発においては、集客力のある核テナントの役割は非常に重要であり、イオンモールグループは親会社であるイオン株式会社との緊密な関係を
活かして、同社子会社であるイオンリテール株式会社等が運営する総合スーパー「イオン」「イオンスタイル」を核テナントとしております。今後、イオンモー
ルグループが開発するモールに関しても総合スーパー「イオン」「イオンスタイル」が核テナントとなることが予想されます。
　このように、イオンモールグループとイオン株式会社及び「イオングループ各社」との関係は、イオンモールグループがモールの開発を進める上で安定的
に核テナントを誘致できるという面で有利な条件となっておりますが、イオン株式会社及び「イオングループ各社」の実績、出店方針、既存店の廃止方針等に
より、イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
　なお、イオンモールグループの営業収益に対するイオンリテール株式会社の占める比率は2021年２月期11.7％であり、イオンリテール株式会社以外の

「イオングループ各社」の合計が占める比率は同10.9％であります。

⑤法的規制に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ
　イオンモールグループは、地域行政と連携し、地域に根ざしたモール開発を進めておりますが、都市計画法および建築基準法により、１万㎡を超える大型店
の出店できる地域は、同法により商業地域、近隣商業地域、準工業地域として指定された区域以外の用途地域においては、原則として大型店を開発することが
できず、また非線引き都市計画区域及び準都市計画区域内の白地地域において大型店の開発を行うには、都道府県知事等により用途地域の指定又は用途を
緩和する地区計画決定がなされることを要します。このため、当社の今後の出店計画はこうした法的規制による影響を受ける可能性があります。
　不動産関連税制が変更された場合には、保有資産、取得・売却時のコストが増加し、イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能
性があります。
　また、イオンモールグループは、中国・アセアンにおいて海外事業を展開していることから、出店する国・エリアにおいて、投資、貿易、競争、税及び為替等に
関する法的規制に変更が生じることにより、イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

財務情報／会社概要価値創造ストーリー 価値創造の戦略 価値創造を支える
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コーポレート・ガバナンス

財務関連リスク

⑥減損リスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループが保有する事業用固定資産につ
いては、経営環境の著しい悪化、テナント退店による空床
の拡大等により各モールの営業損益の赤字が続いた場
合や、保有する土地の市場価格が著しく下落した場合等
において、減損損失が発生することにより、イオンモール
グループの経営成績および財政状態、信用力に影響を及
ぼす可能性があります。

　イオンモールグループは、想定されるリスクシナリオを把握・分析したうえで、収益・コスト面
で最適なプランを策定しており、一定額以上の投資案件については、損益計画の妥当性及び投
資回収の実現性を取締役会、経営会議で審議し、投資採算計画の精度向上に努めております。
　開業後のモールについては、営業状況について全社ベースの会議体にて検証を行っている
他、開業後一定期間経過後のモールについて、投資採算の実績検証結果を取締役会に報告し
ております。減損損失の懸念があるモールに対しては、対策プロジェクト（バリューアッププロ
ジェクト）チームを組成し、主に収益改善に向けた施策の実行により、減損リスクの削減に努め
ております。

⑦資金調達・金利変動・為替変動に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、成長戦略に基づくモール開
発にかかる資金を、主に金融機関からの借入や社債発行、
リース活用、増資等により調達しており、金融市場の混乱
やイオンモールグループの事業見通しの悪化、信用力の
低下等の要因により、イオンモールグループの望む条件
にて適時に資金調達が実施できない可能性があります。
なお、市場金利が上昇した場合には、モール開発にかか
る資金および借り換え時における資金調達コストの増加、
リース活用時における物件オーナーへの支払賃料の上昇
等により、イオンモールグループの経営成績および財政
状態に影響を及ぼす可能性があります。
　また、イオンモールグループは、今後の成長ドライバー
である中国・アセアンにおける海外事業を拡大しており、
海外の開発物件における資材調達等、外貨建て取引が増
加していることから、為替相場変動の影響を受けるため、
イオンモールグループの経営成績および財政状態に影響
を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループは、原則、固定金利による資金調達を実施しており、為替変動リスク
の一部については通貨スワップによるヘッジを実施しております。また、資金調達（借入）先およ
び資金調達手段の多様化を進めつつ、有利子負債残高のコントロール等による信用格付の維
持・向上に努め、必要な資金調達枠を確保するとともに、調達環境が急変した状況においても
必要な運転資金を即時に調達できるようにコミットメントラインを設定しております。

オペレーションリスク

⑧自然災害・事故・テロの発生に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内外で事業を展開してい
ることから、出店する国・エリアにおいて、大規模地震、台
風、集中豪雨等の自然災害や、火災・停電等の人為的な
事故、あるいは人命を危機にさらす暴動・テロ等の発生に
より、イオンモールグループが管理・運営するモールに毀
損、焼失、劣化等の甚大な被害が生じ、休業を余儀なくさ
れた場合、イオンモールグループの経営成績および財政
状態に影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、自然災害や疫病・事故等に対応する経営危機管理規則および
経営危機関連諸規定の整備・周知徹底、大規模地震やテロ活動を想定した防災訓練の実施、
有事の際に損害を最小限に抑えるためのリスク対応体制の整備・強化を進めております。
　また、建物・設備面の対策としては、耐震補強の実施や防煙垂れ壁のシート化等による大規
模地震発生時の被害軽減対策、水害による浸水可能性があるモールには止水板の設置等の対
策を講じております。
　また、イオンモールグループは、運営する全モールを対象とする火災保険及び火災水害等
大規模災害罹災時の喪失賃料等を補償する利益保険に加入しております。地震保険について
は、イオングループ合同の保険に加入しており、地震に対するリスクの適正管理に努めており
ます。

価値創造を支える
マネジメント

ESG経営の推進

イオンモール 統合報告書 202185 イオンモール 統合報告書 2021



⑨戦争・内乱・クーデターの発生に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内外で事業を展開してい
ることから、出店する国・エリアにおける戦争・内乱・クー
デター等が発生すると、イオンモールグループが管理・運
営するモールに毀損、焼失、劣化等の甚大な被害が生じ
る可能性があります。その場合、長期間にわたるモールの
休業、国内外におけるテナント撤退に伴う空床拡大、被害
を受けたモール再建にかかるコスト等が発生することによ
り、イオンモールグループの経営成績および財政状態に
影響を及ぼす可能性があります。

　イオンモールグループでは、特に海外での事業展開にあたっては、出店国・エリアの政府や
現地企業等との提携により事業を推進することが多く、相手先との緊密なコミュニケーション
を通じた情報収集に努めております。
　また、経営危機管理規則、緊急事態対応マニュアル等の各種規定やマニュアルの整備、各国
におけるＢＣＰに基づく訓練の実施、危機管理に関する従業員への教育等の対策を講じ、有事に
おいても適切な対応を実現する体制構築に努めております。

⑩感染症拡大に関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループは、国内外でモール事業を展開
しており、出店国・エリアにおいて大規模かつ深刻な感染
症が流行した場合、各国政府や自治体によるロックダウン

（都市封鎖）や活動自粛要請等により外出機会が減少し、
お客さまの価値観や消費行動が変容する可能性がありま
す。また、イオンモールグループが管理・運営するモール
において、臨時休業や営業時間の短縮、出店計画の変更
を余儀なくされる等、イオンモールグループの経営成績
及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
　なお、新型コロナウイルス感染症の拡大は、世界経済
の減速およびお客さまの生活様式に変化をもたらしてお
り、また、収束時期を見通すことは困難な状況にあること
から、今後も先行き不透明な事業環境が続くことが予想
されます。

　イオンモールグループでは、感染防止対策として、お客さま、テナントおよび当社従業員の
健康と生活を守り、お客さまとともに地域社会の安全・安心な生活を守ることを目的とし制定し
たイオンの防疫対策等の基準「イオン新型コロナウイルス防疫プロトコル」に基づき、モール館
内の環境改善やモールオペレーションを構築しています。お客さまの価値観や消費行動の変容
に対しては、新常態（ニューノーマル）における新たなモールコンセプトやサービス機能の提供
等、従来のビジネスモデルからの変革を進めていく好機ととらえ、国内外において社会変化に
対応したモールづくりに取り組んでいます。
　また、従業員が健康かつ安全に働くことができるように、検温等による体調管理の徹底や在
宅勤務の推進により感染拡大防止に努めております。さらに、ＴＶ会議システムの活用やリモー
トワークの環境整備等により業務効率化を推進し、働き方改革の実現に向けた取り組みを進め
ています。

⑪情報セキュリティに関するリスク
リスク評価 S H M L ☆ 対策必要性 大 中 小 ☆

リスクシナリオ 対策
　イオンモールグループの事業活動における情報システ
ムの重要性は非常に高まっており、大規模な自然災害等に
よりデータセンターが被災し情報システムに障害が生じた
場合、事業活動の継続に支障をきたす可能性があります。
　また、サイバー攻撃による被害や不測の事態により、お
客さまや従業員などの個人情報や業務上の機密情報等
の外部流出や改ざん等が発生した場合、イオンモールグ
ループの社会的信用の低下および損害賠償による多額の
費用負担が生じる等、イオンモールグループの経営成績
および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　情報システムの停止リスクに対しては、主に稼働しているデータセンターに加え、遠隔地に
バックアップのデータセンターを待機稼働しています。メインのデータセンターに障害が発生
した場合においても復旧可能な体制を整備しており、イオンモールグループで運用中のＢＣＰ

（事業継続計画）を更に強化し、大規模な自然災害等によるイオンモールグループの事業への
影響の極小化を図っております。
　情報の外部流出・改ざん等のリスクに対しては、サイバー攻撃対策として、業務用端末への
ウイルス対策ソフトの導入、ネットワーク通信ログの収集ツールの導入、業務用端末における
外部記憶媒体の利用制御等を実施しております。また、運用面では、利用アプリケーション等へ
の最新セキュリティパッチの適用、従業員への情報セキュリティ教育の実施、定期的な情報シス
テムのセキュリティチェック等の対策を講じております。
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